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第４講 
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後継者の選び方・教育方法 

事業承継で必要になるお金 

債務整理・個人保証への対応 

Ｍ＆Ａによる事業承継 

事業主の事業承継 

これまでの４回シリーズの総まとめ 
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後継者の選び方・教育方法 
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後継者の｢強み｣発見チェックリスト 
あなたの回答 
コメント 

1 直観的な思考が得意か、論理的な思考が得意か 

2 
営業・開発・製造・設計・管理などで、自分に向いていると思われる部門は何か（他人か
ら言われても自分ではそう思わない場合は除外） 

3 過去の業務経験から｢時間を忘れて没頭できる業務・作業｣は何か 

4 昔から友人や知り合い、現在の関係者から言われた、あなたへの褒め言葉は何か 

5 自社の好きな商品、好きな顧客は何か（なぜ好きなのか、その理由が強み） 

6 
この分野・この商品だったら自分が責任者になって開発・製造から販売までプロジェクト
マネジメントしたいものは何か 

7 顧客に説得力がある話ができる自身の経験や知識・ノウハウは何か 

8 
様々なタイプの顧客の中で、自身が一番得意な顧客層や顧客属性は何か（こんな顧客
なら提案もしたいし、自社の優位性を伝えられる） 

9 社内や同業他社も見て、この分野においては自分がトップレベルと思っていることは何か 

10 
自社の今の経営資源（ヒト・モノ・カネ・カンリ）や歴史的に培ってきた要素の中で、理屈抜
きに好きな要素、これからも大事にしたいことは何か 

11 「この分野なら自分でマニュアルをつくれる」と自負している実務作業や職務能力は何か 

12 社内の業務改善で得意な分野は何か 

13 
社内の誰もが反対しても、これだけは絶対やりたいと思っているビジネス（商品開発や事
業開発等）は何か 

14 
最近の新たな市場の変化から、このマーケット（ニッチ）なら、自社に可能性がありそうな
分野はどこか 

15 自分の子どもに継がせようとしたら、どの分野を強化したいか 



資金調達 
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債務や個人保証への対応 
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【対策】 

(1) DES 

(2) 債権贈与 

(3) 繰越欠損金の活用 
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社外への引継(Ｍ＆Ａ等) 
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個人事業主の事業承継 
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これまでの 
４回の総まとめ 
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事業承継の本来の目的 

事業の継続・発展 

事業価値の源泉の継続 

事業を生み出す 
付加価値の源泉 

事業承継の方法を決定するためのフローチャート 

事業承継の３つの要素 

経
営
の
見
え
る
化 

人（経営） 
 経営権 
 後継者の選定・育成 
 後継者との対話 
 後継者教育 

資産 
 株式 
 事業用資産(設備・不動産) 
 資金(運転資金・借入金) 

知的資産 
 経営理念 
 経営力の信用・経営手腕・

リーダーシップ 
 取引先との人脈 
 従業員の技術・ノウハウ 
 営業力・顧客情報 
 許認可 
 組織力 



事業承継の方法を決定するためのフローチャート 
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1 現状の分析(パイロットテスト) 

2 事業価値源泉の分析把握 

3 事業価値源泉の現状での承継可能性 

5 事業承継環境の整備 

6 後継者の選定 

4 承継のための仕組づくり 

(1) 親族内承継 
(2) 親族外の役員・

従業員への承継 
(3) 所有と経営 

の分離 
(4) 第三者への

売却 

事 業 再 生 

廃 業 

‥‥ 第二会社方式 
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流     れ 目            的 

1 
現状の分析 
(パイロットテスト) 

① 会社の役員構成や財務状況、経営者個人の財産状況および親族内の後継者候
補の有無の把握 

② 相続税等の事業承継に必要な資金を把握 
③ 会社の財務状況および個人の資産状況を調査して、事業承継資金の確保の確認 

2 
事業価値源泉の 
分析把握 

① 会社の主力商品の市場環境等外部的な環境の把握と自社の客観的分析 
② 自社の強み・弱みを認識し、事業価値源泉の把握と定量的分析による裏付け 
③ 経営者と後継者が自社の事業価値の源泉を納得するまで話し合う 

3 
事業価値源泉の 
現状での 
承継可能性 

事業価値の源泉の承継が容易か否かを評価 
① 事業価値源泉の個人能力への依存度 
② 事業価値源泉の存続性 
現在の事業価値源泉が事業価値の増大にどれだけ長時間貢献できるかの分析把握 

4 
承継のための 
仕組づくり 

後継者が現経営者と同様の資質を持たない等、現状のままで事業承継が困難な場合 
① 組織的な経営への転換 
② 経営理念を明確にし、必要な人材の育成と権限の委譲 

5 
事業承継環境 
の整備 

把握された事業価値源泉を前提に、 
① 事業承継の対象となる会社の状況 
② 現経営者自身の状況 
③ 事業承継の関係者の状況 
を分析し、事業承継における阻害要因を排除し、円滑な事業承継に向けて環境整備 

6 後継者の選定 

① 後継候補者の有無 
② 複数の候補者の選定ポイント 
事業承継の方法を決めるためには、後継候補者の中から経営者にふさわしい人物が不
可欠 



1. 現状の分析(パイロットテスト) 
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(1)経営資源の状況 (2)経営リスクの状況 (3)株主等の状況 (4)定款の状況 (5)社内規定の状況 

①会社の競争力の
状況と将来の見
通し 

②経営組織、役員
の構成の状況 

③従業員の人数、
年齢、能力等の
状況 

④主な資産の内容、
帳簿価額および
時価評価額 

⑤C/Fの状況と将
来(今後5年間)
の見通し 

①主な負債の内容、
帳簿価額等の状況 

②金融機関からの借
入状況と返済能力
の状況 

③借入金に対する担
保提供および経営
者の個人保証等の
状況 

④簿外債務、債務保
証の有無の状況 

⑤将来予想される従
業員の退職金等の
潜在的債務の状況 

⑥生命保険・損害保
険の加入状況と保
障額の状況 

⑦会社の人事・労務に
関するリスクの状況 

①株主構成の状
況と将来の見
通し 

②従業員持株会
の活用 

③会社に影響を
与える法律等
の改正の動向 

①定款の状況 

②会社法の活用 

ｱ) 株式譲渡制
限の設置 

ｲ) 相続人等に
対する売渡
請求条項の
設置 

ｳ) 種類株式の
活用 

ｴ) 株主ごとに異
なる取扱をす
る規定の活
用 

①組織 

②役員 

③人事・給与 

④経理 

⑤総務 

⑥販売・製造・購
買 

⑦基本契約書 



2. 事業価値源泉の分析把握 
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(1)戦略分析ツール 
(2)経営者自らによる 

定性的分析 
(3)客観性を担保する 

定量分析 
留意点 

①SWOTクロス分析 

②３C分析 

③バリューチェーン分析 

④VRIO分析 

⑤PEST分析 

⑥ファイブフォース分析 

①経営者能力 

②業界 

③製品開発力 

④販売力 

⑤銀行取引 

⑥ディスクローズ姿勢 

⑦損益見込 

⑧ネガティブチェック 

 

①収益性の分析 

②チェック項目 
●自己資本比率等 

③総合的な指標 
●ROA(総資本経常
利益率) 
●売上高経常利益率
×総資本回転率 

④損益分岐点分析 

事業価値の源泉は一つ
ではないこと 

事業価値の源泉は不変
ではないこと 



3. 事業価値源泉の現状での承継可能性 
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(1)事業価値源泉の持続性 (2)経営理念の普遍性 
(3)事業価値源泉の持続性を 
伸ばすための計画的な取組 

①継続的なキャッシュフローの
確保 

②付加価値を生み出している
事業の市場分析 

③事業価値源泉そのものの持
続性 

④事業価値源泉の持続性を
把握するための定量分析 

①すべてのステークホルダーに
対する配慮 

②付加価値の各ステークホル
ダーに対する適正な配分 

①内部環境の分析 

②外部環境の分析 

③事業価値の源泉を正しく認識 

④認識された事業価値の源泉に基
づき事業承継の方法を決定 

⑤事業承継の基本方針と課題 

⑥解決するための実行プランのタイム
スケジュールと事業承継計画の策
定 

⑦相続税の納税資金対策 

⑧事業価値源泉の持続性が短いと
判断された場合には新たな事業
価値源泉を創出し、事業承継計
画に織り込む 
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事業価値源泉の持続性 

一部の事業価値源泉に 
持続性見込める 

良い 悪い 

見込める 見込めない 

会社全体の業績・財務状況 

事業再生 

承継のための仕組づくり 
事業価値の磨き上げ 
事業承継環境の整備 
後継者の選定・育成 

廃棄・清算 

出典：日本公認会計士協会 事業承継支援マニュアル 



事業価値の磨き上げ 
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経営理念の 
確立と浸透 

経営理念を 
体現できる 
人材の育成 

事業規模の 
適正化 

企業体質の強化 

 
 

経営の効率化 
 

別添 
｢業務改善で働楽改革｣ 

資金力の強化 
個人資産と 
会社資産との 
明確な区別 

各種社内 
マニュアル 
諸規定の整備 



4. 承継のための仕組づくり 
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(1)個人能力への 
依存度の把握 

(2)事業価値を会社 
組織で維持できる 

仕組づくり 

(3)経営の組織化に必要な 
経営理念の確立・浸透 

および人材の育成 

①経営者個人の経営力 

②経営者個人の営業力 

③特定の個人の技術・ノウハウ 

● 経営者等の特定の個人が経
営に関与しない場合を想定
してみたか 

経営の組織化 

① 意思決定を組織で行う
ようなシステム化づくり 

② 会社組織の確立 

③ 事務分業の明確化 

①権限委譲した場合の判断基
準となる経営理念は確立され
ており、全社に浸透しているか 

②経営理念を体現できる人材の
育成は行われているか 



5. 事業承継環境の整備 
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(1)事業承継の対象 
となる会社の状況 

(2)経営者自身の状況 
(3)事業承継に関わる 

関係者の状況 

1. 現状の分析(パイロットテス
ト)を基に事業承継における阻
害要因の排除 

①現経営者の事業承継に対
する考えの把握 

②財産の保有状況、権利関
係の状況の確認 

③事業用資産の所有形態
の検討 

④財産の評価と相続税額の
試算 

⑤問題点の洗い出しと優先
順位づくり 

⑥相続発生時に予想される
問題点への対応 

①現経営者の家族(後継者以外の
相続人) 

②会社の役員・従業員 

③取引先企業 

④金融機関 

⑤相談者・補佐役 

⑥社外経営ブレーン 



6. 後継者の選定 
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(1)現経営者および後継者の意思の確認 (2)後継者を選定する際の条件 

①現経営者の意思の確認 

②後継者の意思の確認 

①従業員に対するリーダーシップ 

②金融機関との関係を良好に維持する能力 

③取引先との関係を良好に維持、発展する能力 

④事業を承継しなかった家族への配慮 

(3)後継者が経営者になるための必須事項の分析 

(4)事業承継時期の決定 
その1 

経営そのものの承継 
その2 

自社株・事業用資産の承継 

①経営理念の承継 

②経営ノウハウの承継 

③関係者の理解と協力 

④社内体制の整備 

①後継者への生前贈与 

②遺言や死因贈与の活用 

③自社株式の再集中策 

④自社株式の分散防止と会社
法制の活用 

①現経営者の意向 

②現経営者の健康状況と判断
力 

③後継者の諸状況 

④会社の受け入れ態勢 
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対        策 

経営承継法 その1 
経営そのものの承継 

その2 
会社支配権・事業用資産の 
承継における法的な課題 

①経営理念の承継 

②経営者としての自覚の醸成と
能力の開発 

③関係者の理解と協力 

①会社支配権(議決権)や事業
用資産の確保と他の相続人
への配慮 

②自社株式の後継者への集中
的承継 

③会社法の活用 

①遺留分に関する民法の特例 

②金融支援 

③贈与税の納税猶予制度 

④相続税の納税猶予制度 

⑤贈与税の納税猶予から相続税
の納税猶予 

相続時精算課税制度 納税資金対策 

①歴年制度との比較 

②贈与税納税猶予との併用 

①納税資金の不足原因とその対応 

②延納制度 

③物納制度 

④金庫株 

⑤相続財産を譲渡した場合の取得費の特例 

事業承継の方法 
(1) 親族内承継 
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① 後継者教育と環境整備 
親族内承継と同様 
ただし、後継者が親族でない点に対す
る配慮 

② 買取資金の調達 

ｱ) SPCの設立 
ｲ) 金融機関からの融資 
ｳ) オーナーから買い取る 
ｴ) 合併 

③ 流動性のない自社株式の換金 
相続税の納税資金 
遺産分割 

④ オーナー個人所有の事業用 
資産や個人保証、担保の処理 

整理が難しい 

(2) 親族外の役員・従業員への承継 
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(3) 所有と経営の分離 

メリット 後継者として有能な経営者の登用可能性が高まる 

問題点 

① オーナー 
経営を任せた役員の経営判断の結果として、オー
ナーの個人財産が毀損する可能性 

② 機動性の低
下 

重要な意思決定はオーナーの同意をとらざるを得な
いケース 
素早い意思決定が難しいため、無難な選択をしてし
まいがち 

③ 経営者や従
業員のモチ
ベーション 

経営者が受け取る利益は役員報酬のみで、獲得した
利益をどう分配するかは、オーナー次第である 
事業資金調達のために個人保証を求められる経営者
の立場を考えると、モチベーションは高まらない 

④ 相続の発生 
納税資金確保のために金庫株の買取りで、会社の資
金繰りに影響 
また、第三者に株式を移転されるリスク 
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メ リ ッ ト 課 題 

①事業継続による雇用の確保 

②広い範囲から後継候補者を選択できる 

③流動性のない自社株式の換金 

①経営理念の承継が難しい 

②M&Aは簡単には成功しない 

 事業価値 

 企業文化・組織図 

 従業員のモチベーション 

 シナジー効果 

 承継後の経営体制 

(4) 第三者への売却 


